天草市立牛深小学校　いじめ防止基本方針
（１）いじめの定義
「いじめ」とは、児童生徒等が特定の児童生徒等を心理的又は物理的に攻撃する行為（作為であるか不作為であるかを問わないものとし、インターネットの利用その他直接に対面しない方法により行われるものを含む。）であって、当該児童生徒等に心身の苦痛又は財産上の損失を与えるものと認められるものである。心身の苦痛を与える行為には、通常苦痛を感じないが当該行為を受けた児童生徒等は苦痛を感じるものをその事実を知りながら行うことを含む。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（いじめ防止対策基本法より）

（２）いじめ防止に向けての基本姿勢
・　いじめの兆候や発生を見逃さず、学校が迅速かつ組織的に対応するために、「いじめ」に対する認識を全教職員で共有する。

・　いじめはどの子どもにも起こりうるという事実を踏まえ、すべての児童を対象に、いじめに向かわせないための未然防止に取り組む姿勢を全職員で共有する。
（３）いじめ問題に取り組むための校内組織について
①　組織名　「いじめ・不登校対策委員会」（校内支援委員会に含む）

②　構成員

    　　　　主査：生徒指導担当   （副査：人権教育主任）

　　　　　　校長、教頭、教務主任、人権教育主任、情報集約担当者、学級担任、養護教諭

➂　開　催

    　　　　毎月１回　第４金曜日１６：１５～１６：４０　（臨時の場合もあり得る）

➃　外部との連携

　　　　　　スクールカウンセラー、ＳＳＷ、児童民生員、子育て支援課　天草市相談員　等

⑤　協議内容

　　　　ア　いじめの未然防止に関すること

　　　　イ　いじめの早期発見に関すること

　　　　ウ　いじめ事案の対応に関すること

　　　　エ　いじめが心身に及ぼす影響その他のいじめの問題に関する児童の理解を深めること

（４）いじめの未然防止・早期発見・早期対応に関する具体的方策について
①　未然防止に関する方策

　　　　ア　「心のきずなを深める月間」「命を大切にする心をはぐくむ月間」を設け、人権標語・人権作文等に取り組ませる。また、人権集会を学期１回実施するとともに、「牛小人権宣言（各クラスの取組）」及び「いじめを許さない宣言（県教委）」を活用し、いじめ防止に対する意識を高める。

　　　　イ　「私たちの道徳」や道徳・人権学習及び『「命の大切さにする心」を育む指導プログラム』を通して心の教育の充実を図る。

　　　　ウ　全ての児童が安心でき、自己有用感や充実感を感じられる学校・学級生活づくりに努める。(道徳や特活の授業におけるソーシャルスキルトレーニングの導入、朝の会や帰りの会等での　人間関係を深める活動・コミュニケーション力の育成、主体的な児童会活動の推進、学校行事等での児童の活躍の場の確保、子どもの居場所づくり推進テーブル)

　　　　エ　日常観察を重視し、普段の生活の中で正しい判断力（自己指導能力）を身に付けさせる。

　　　　　　※職員が子どもと向き合う時間を確保するために、会議・日課等をスリム化・改善する。

　　　　オ　「人権の花いっぱい運動」を実施し、命を育む教育の充実を図る。（異学年交流）

    　　カ　人権意識を高めるために、日常から言語環境の整備に努める。（くん・さんづけの徹底）

    　　キ　情報モラル教育を推進する。（「くまもと携帯電話・スマートフォンの利用５か条」の
推進）
    　　ク　児童(ハートフル委員会)の主体的な活動を推進するとともに、児童相互の意識の高揚に努める。

    　　ケ　家庭との連携を図った取組の充実を図る。※毎週月曜日：家族の日（トークの日第３週）

    　　コ　「いじめに負けない」ことにについて丁寧に説明するとともに、牛深中学校区幼保小中連携の３つの育むべき力（基本的生活習慣・人とかかわる力・心の耐性）の指導の充実を図る。

②　早期発見に関する方策

    　　ア　毎週月曜日の職員朝会時、職員会議・校内研修のはじめに、「児童理解」を設定し、各学級の総合的な情報交換を行う。

　　　　イ　児童対象いじめ（心）のアンケートを実施する。年３回（６月、１１月、追跡２月）

　　　　ウ　心のアンケートをもとにした教育相談を実施する。年３回（６月、１１月、２月）

　　　　エ　上履き、机椅子、学用品、掲示物等などにいたずら等の事案があった場合は早急に対応し、原因を明らかにするとともに、早急な事後対応を行う。

➂　早期対応に関する方策（いじめの早期対応、早期解決のために職員が一致団結して取り組む。）
　　　　ア　いじめ問題を発見した場合は、学級担任だけで抱え込むことなく、人権教育主任、生徒指導担当などを中心に教育相談委員会を機能させ、校長以下全ての教員が対応を協議し、的確な役割分担をしていじめ問題の解決にあたる。（いじめ対応マニュアルの活用）

　　　　　（例）担任→生徒指導・人権教育主任・教務→教頭→校長→臨時児童支援委員会→臨時職員会議

　　　　イ　情報収集を綿密に行い、事実確認をした上で、いじめられている児童の身の安全を最優先に考え、いじめている側の児童に対しては適切な態度で指導にあたる。（令和３年度より情報集約担当者を校務分掌に位置づける。）
　　　　ウ　傍観者の立場にいる児童もいじめていることと同様であることを指導する。　

　　　　エ　いじめられている児童の心のケアのために、スクールカウンセラーや養護教諭とも連携を図りながら指導を行っていく。保護者と連携を図りながら必要に応じて、一定期間別室等において学習を行わせる措置等も講ずる。

    　　オ　事案が発生した場合、必要に応じて臨時人権集会（学年部、低中高　全体）を開催し、心の安定を図らせるとともに、「いじめは許されない」ことの指導を徹底する。

　　　　カ　いじめ問題が起きた時には家庭との連携を更に密にし、学校側の取組についての情報を提供するとともに、家庭での様子や友達関係についての情報を収集し指導に生かすこととする。決して学校内だけで問題解決をするようなことはしないように心掛ける。

    　　キ　必要に応じて臨時の保護者会を開催し、真摯な取組の説明を行う。

　　　　ク　「ストレスマネジメント」についての研修を深め、効果的に実施する。

　　　　ケ　ネット上の不適切な書き込み等が発生した場合には、被害の拡大を避けるため、直ちにファイル・履歴などを削除する措置をとる。

　　　　コ　犯罪行為として取り扱われるべきいじめについては、教育委員会及び所轄警察署と連携を図り対応する。

➃　家庭や地域との連携

    　　ア　いじめについての学校の基本的考えを家庭に伝え、学校では軽微なことでも全職員で対応していくことを家庭や地域に十分に理解してもらう機会をもつ。また、家庭での様子や友達関係などの情報を共有して指導に生かすようにする。

    　　イ　ＰＴＡや学校評議委員会等で、いじめの問題について協議する機会を設け、いじめ問題について家庭、地域と連携した対策を講じる。

    　　ウ　学校や家庭にはなかなか話すことができないような状況があれば、いじめ問題の専門機関などの相談窓口を利用できるようにしておく。

⑤　関係機関との連携　

    　　　警察や児童相談所、天草市相談員等との連携を図るために、日頃から学校と関係機関の担当者との連絡を密にし、情報交換を図っておく。
（５）重大事態への対処

①　重大事態と意味

ア　いじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあると認めるとき

・児童生徒が自殺を企図した場合

・身体に重大な障害を負った場合

・金品等に重大な被害を被った場合

・精神性の疾患を発症した場合等を想定

イ　いじめにより児童等が相当の期間学校を欠席することを余儀なくされている疑いがあると認めるとき

   　　・年間３０日を目安。一定期間連続して欠席しているような場合などは、迅速に調査に着手する。本校は、「愛の１・２・３＋１」を基本とする。

②　重大事態が発生した場合の対応（重大事態への対応フォロー）

ア　重大事態が発生した旨を、天草市教育委員会に速やかに報告する。

イ　教育委員会と協議の上、当該事案に対処するための組織を速やかに設置する。 
ウ　上記組織を中心に、事実関係を明確にするための調査を実施する。

エ　児童生徒及びその保護者に対して情報を適切に提供する。

オ　調査結果を教育委員会に報告する。

カ　調査結果を踏まえた必要な措置を講ずる。
（６）その他　留意事項
①　校内研修の充実

　　　　〇全ての教職員の共通認識を図るため、年に１回、いじめをはじめとする生徒指導上の諸問題等に関する校内研修をおこなう。
　　　　〇人権学習の交流授業を実施し、指導力の向上を図る。
　　　　〇くまもとの教職員像を念頭に、教職員自身の人権感覚やコミュニケーション能力等の資質やスキルを高める学校の雰囲気作りを醸成する。

②　教育評価及び学校評価

    　　〇教師が行う学期毎の教育評価の中に、「人権教育の推進（教育評価）」及び「人権教育取組の方向(県教委)」の視点を明確にした項目を設置し、学期毎の確実な評価・改善を行う。

【附則】
　 　 ・平成２７年　４月１日より適用する。
　　　・平成２８年　４月１日一部修正及び追加　～重大事態への対処～
　　　　※熊本県いじめ防止基本方針（H28,2,9）をもとに改定　
　　　・平成２９年　４月１日より適用する。
　　　　※文部科学大臣決定　いじめの防止等のための基本的な方針（H29,3,14）をもとに改定　
　　　・平成３０年　４月１日より適用する。
　　　・令和　３年　４月より　情報集約担当を校務分掌へ位置づける。
	～平成３０年度の再確認内容～
１　「いじめの定義の解釈の明確化」として

　①「けんかは除くが（改訂前）」

   →「けんかやふざけ合いであっても（改訂後）」 ”ケンカは双方向のいじめ”

　

  ②好意から行った行為が意図せず相手側の児童生徒に心身の苦痛を感じさせてし
まったような場合、・・・。法が定義するいじめに該当するため・・・。

　　　　（「いじめ」という言葉を使わず指導するなど、柔軟な対応が必要）



	


